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次に記した日までに返して下さい。

'88. 8 ，~ 27 

お問合せ・ご連絡は

ひまわり号・ 事 務局電話 81 -7354 
多摩平児童図 書 館電話 81 -4744 
高幡図書館電話呼 91-0493 
福祉センタ 一図 書 館電話呼 82-2329 
社会教育センタ ー図書館 電話呼 82ー 3136
平山児童図 書 館電話呼 91-3773 

内図M-31-8(80X120)上45 月内印刷
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日監事発第 1 6 号

昭和 43年 11月 30日

日野市長 有 山 様 殿

日野市監査委員 斉

同 浜

藤

田

明

勲

昭和 42年度目野市一般会計及び各特別会計決算

審査;意見Kついて

昭和 /~ 3年 7月 25日(日総財発第92号 )地方自治法第233条第2項の

規定に基づき審査に付された，昭和 42年度目野市一般会計及び各特別会計歳

入歳出決算並びK関係証書ーを審査した結果，次のとおり意見を付します。
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昭和42.年度目野市一般会計および各特別会計決算審査意見喜

第 1 -審査の期間

一 般 会 計 自昭和 43年 10月 1'5日至昭和 43年 11月 15日

各特別会計 自昭和 43年 9月 16日 至昭和 43年 9月 20日

第 Z 審査の対象

昭和 42年度日野市一般会計歳入，歳出決算

昭和 42年度目野市各特別会計歳入，歳出決算

第 3. 審査の手続

地方自治法第 233条第 2項の規定に;基づき，昭和4-2年度各会計決算

は昭和 43年 7月 25日付，市長より審査に;付されたので決算諸表が適法

な手続により，作成され，かつ予算の的確な執行がなされているか否Kつい

て， 1ft-数の確認をする ため陀，会計諾i帳簿お よび証拠欝演の照合を行なっ

たほか必要と認める審査を実施 した口

第 4. 審査の結果

各会計の帳簿お よび証拠書類を照合し， 慎:r{((iて審査した結果，歳入，歳

出 とも言十数oζ誤りない もの と認められ たっ

なお， 会計事務の処理方法については，月U:念検ー査，監査の際必要K応じて

是正事項を指摘しているので省略するが，以下各会計に表現されてい る留

意事項Kついては， 今後更に検討を加え改善されたい。

第 5 審査の総合意見

本年度の一般会計お よび特方Ij会計 (公営企業会計は除 く)の歳入総額は B

2， 448.385，672円，これに対し歳出総額は2， :151，469，874円で，歳入

歳出差引歳入残額 9 6， 9 15. 7~8 円 とな ってい るつ

ところが， J}1j表に示すとお り各会計関の繰入金と繰出金を差ヲ!¥，、たと ころ
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の純計額においては，一般会計を除き，各特別会計とも歳入不是となって

おり，一般会計からの繰入金Kよって収支の均衡をはかつている。

一般会計における各特別会計への繰出金は，昭和 40年度は 33，16 8，~ 13凡

昭和 41年度は 85，740，600 円，本年度は 124，030，900円となり，年

年増加の傾向を示しており，_各特別会計とも一般会計への依存度が高くな 外

ってきている口

よって各特別会計においては， 事業の運営方法等に検討を加え，自主財源

の確保につとめるとともに，事務の合理化をはかり，最少の経費で最大の

効果が得られるように努められたい n

なお， w一般会計においては， 健全財政を維持し ているがJ各説において

述べるがどとく，一部の業務に改善を必要とするところが見受けられたの

で，これらについては是正改善をはかり，市民サートヲス の向上氏努力され

アニL、ロ

. 

. 
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昭和 42年度 歳入歳出 決算総括表

※ 一般会計tておける繰出金12 403 Q9 0 0円犯は ，公益質怠基金への繰出

金 473，900円，農業共済事業会計への繰出金 1，27 0，00 0円が含まれてい

る つ
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(ー)ー 般 会 言T

t 総説

本年度の決算額は歳入総額 1，896， 863， 182円，歳出総額

1，798，346， 771円で毒素人歳出差引歳入残額98， 516，411円となっ

ており，これを翌年度へ繰越している 0_

本年度の歳入歳出決算額を，前年度歳入歳出決算額と比毅すると，歳入にお

いて 409， 330，675円 (27.52%)，歳出において 370.11ミ25 1円

(2591%)といずれも大幅な増加す示しているロ

歳入においては，前年度に比し市税210，306，191円 (23.47%)，

諸収入 108，455，644円 (127.96%入国庫支出金88， 690.105円

(56.36%)等が各々増加となっている。

また，歳出 においては，説年度oこ比し，教育費 173，182，841円(39.49

% ) ，土木愛 126，361，044月(90.43%).衛生費 5Q.229，692円(3 185 

%)等が各々増加となっている。

本年度決算は，歳入においては，自主財源の占める割合が増加し，歳出陀

おいては，人件資，物件費等のf再定的経費の占める割合が減少し，各種建，没

事業の事業費である投資的経費の占める割合が増加しており，健全財政を縫

持しつつ，逐年市財政規模が拡大発展の様相を示している。

2 各説

[ ) 歳入決算状況について

昭和40年度の歳入決算磁を 100とすると，昭和 41年度は 112.42

本年度は 14 3. 3 5となり， 歳入決算績は年々増加しているが，本年度は

特に前年度に比し急激な伸びを示している。

すなわち，本年度の歳入決算額は 1，896，863，1 82円で，前年度の歳入決

算額 1，487， 532，507円によtし， 409，330，675円 (27.52%)の収入

増加となっている。

これを自主財源と依存財源と Kついてみると，自主財源は，

1，429，555，647円で前年度;の 1，130，397， 871円K比し， 299，157，776円
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(26.46%)の増加，依存財源は 467， 307， 535円で前年度の

357，134，636円に比し， 110，172，899円 (30.85%)の増加とな

っている o s 

自主財源の歳入に占める割合は 75. 3 6， %で，前年度の 75.99%に比し

やや低率となっているが，全面的に財政の硬直化を来たしているにもかか

わらず，金額において 299，157， 776円と大1蕗に収入の伸びを示してい

る。

このよう K本年度の自主財源が増収となったのは j市税の自然増，社会

増等による増加(2 1cO. 3 0 6， 1 9 1円)および競輪，競艇事業分配金の増加

( 66，255，000円〉等が要因である口

依存財源にあっては，前述のように前年度に比し 11 0; 1 '7 2， 8 9 9'円の増収

となっており，これは弱年度K比し国庫支出金(8 8， 6 9 0， 1 0， 5丹)および

市債(4ミ000，000円)が増加し，逆陀都支出金(4，630，206、何)およ

び臨時地方特例交付金(17.527， 000円〉が減少し，差引合計

1 1 Q 1 7 Z8 9 9円の収入増加となったものである白

なお，本年度の予算執行率Lt97.26%で，前年度の 98. 6 5 %に比 し

やや低率となっている口

また，本年度の歳入決算額 1，8 9 6， 8 6 3， ]. 8 2円は， w~J 定議 1， 931， 651， 866

円に対し .98.20%の収入率で，前年度の一収入率 96.84%に比 L.

1. 3 6 '%の向上を示 しており， 議人材源の確保氏努力の跡が見受けられる 。

。歳人の年，度じ主分について
本年度の歳入決算額には，出納整理期間中に哉入された過年度収入が含

まれているが，これは歳入所属年度区分を誤って処理しているものである。一

よって出納整理期間中に歳入された過年度収入は新年度(昭和 43年度)

の歳入として処理すべきである。

~ '6 -
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歳入状況年度
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別比較表

対前年度比較

111，00 ~0，000 I 4ミ000，000l三笠f
1，48 7，5a2，5，0! I 409，33U，67S! 27.52 
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歳入財源男Ij
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※ 指数は昭和 40年度を 10 0とした。
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第 1款市税

本年度の市税収入済額は，1， 106，516，331円で，前年度の市税収入済

額 896，210，140円に比し 210，306，191円(23.4 7 % )の増加となっ

ているつ

これは主として経済情勢の推移と人口の増加に伴なう自然増および社会増

によるもので，前年度と同様順調な伸びを示している。

これを税目別にみると，次表K示すとおり木材引取税を除き，いずれも収

入増となっている。このうち特に収'入増となったものは，

市民税 (81，232，049円)，固定資産税(70.691，382円九市たばこ消

費税 (35，318，010円)とである。

市民税が大幅に収入:増となったのぽ7納税義務者の増。日お よび所得の向上に

よるものである。また，固定静産税が収入増となったのは，大規模償却資

産児係る i劃定資産税が前年度までは市町付の謀税標準限度額を上姐ってい

たため課税定額で訣税され ，談税定績を越える分については， 都挽とされ

ていたが，本年度は基準財政需要領の増加に伴ない，大規模償却資産陀 (糸

る(司定資産税が市町付の露天税標準限度額以下となったため，大規模償却資

産陀係る [苛定資産税の全額が市税となったこと，土地(農地を除く)に対

する固定賢建税の負担調整および家屋の新増築等に より収入噂となったこ

と，陀よるものである n

市税の収入率についてみると，本年度は調定額 1，139， 388，717円に対し

収入済績は~1/106， 51~331 円で，収入率は 9 7.1 %となっており，前年度

の収入率 96. 8 %に比しやや伸びを示している白

これを税目別にみると，本年度の収入率は市民税 96.7%.局定資産税

9 9. 1 %，軽自動車税83. 9 % ，都市計画税 96.8%となっており，前年

度の収入率，市民税 95.1 %，固定資産税 98.1 %，軽自動車税815% 

都市計画税 94. 7 %に比し，各税目とも収入率は若干の伸びを示している。

なお，本年度において， 172，420円(290件)が不納欠損処分されて

いるが，これは市民税 112，890円(1 7 4件)>>固定資産税 38， 9 7 0円

( 8 7件人軽自動車税20，470円(1 8件)，都市計画税 90円(11件)

とでめり，地方税法第15条の T第 4項(執行停止処分)によるも の
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1 ~4 30円および同法第12条第1項(消滅時効〉によるもの152，990

円となっており誤りな く処分されているものと認められた。

また，不納欠損となrった主なる原因は，生活困窮および転出先不明等によ

るものでやむを得ないものと認められたが，本年度においても 32，872，386

円の収入未済績が計上されているので，これらについては極力消滅時効に

よる不納欠損とならないよう注意を払らわれたい。

市税.種類別年度比較表

'‘ ， . 

別
一
民

間

口

一

日間

/ 4 1 年 度 対前年度比綾
/ 

収入済額。)
収入済額

収会入10率0 
増ム減額也) E 

構成比 (B D) 
比率一 xl00

一 D 

-ー

) 385，743，732円 43.04% 95.1 ro 1I 81，232，549円 2.1.06% 

i 32 8，097， 05 7 
トー←

36.61 98.14 74，486，712 22.70 

/ i a812710 
。76 8150 11 1，532，770 2250 

79，977，560 8.92 100 3~318，01 0 4416 

65，95 L486 7.36 100 8;368ρ77 12.69 

14，480 。01 100 乙ミ‘ 14，480 ム100

2 ~61 3，115 330 94.74 9.382，553 3168 
--一一一ト 一一ー

896，210，140 100 96.84 I 21 0，30 6，1 9 1 23.47 
由
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第 2款臨時地方財政交付金

本款は本年度新たに設けられたもので，これは市町付に対し道路整備費

として交付されたもので，予算額 551，000円の全額が収入済となってい

る。

なお，本款は当初予算において 140 0 0，0 0 0円が計上され f 補正予算で

1~)， 449， OOO 円の減額補正が行なわれてい る D

これは当初予算の編成 の際代前年度において交付された縞時地方特例交付

金 18，087， 000円を算定基準と したためである が ，臨時地方特例交付金は

税制改正に伴なう市税の減収額補撰のための交付金であって l年限り のも

のであり，こ れを算定基準と したこと は，当初予算の算定が誤っていた も

のと認められる c

内

第 3款地方交付税

本年度の;基準財政収入箱は 743，224千円で，これに対し基準財政需要績

は 555，866干円となって お り， 基準財政収入額が基準財政需要:安全

187， 358干向上遡っているので，普通交付税は不交付団体とされているが，

特別財政需姿 (人口急増，日本住宅公団の国定資産税軽減分，交通対策等 〉

に対して 9.088，000円が交付されており ， 前年度の 8，448，00-0円に比

し640，000円の 収入増加となっているの

第4款分担金及ひ負担金

本年j交の分担金及び負担金の収入済額 17， 142.644円は，前年度の収入

済援 18，808，934円陀比し1， 666.290.:弓の収入滅となっているロ

前年度に比し収入滅となったのは，道路損傷負担金が前年度は6，762.431円

であったものが，本年度は 1，539./2 46円とな り， ~22 ミ 1 85円減少した

ためであ る。

これは前年度比 比し電気，ガス，水道等工事が減少し，従って堀削工事が

減少 したため負担金も減少したものである 0;ー，

一方 ，民生費負担金にあっては前年度に比しミ561，245円の収入増加 と

なっており ，これは措置費単価の引上げがなされたためである。

4
・
τ
i
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第5款 使用料及び手数料

本年庭の使用料及び手数料は予算額49.8 1 9，000円調定額50，601，4L8

円に対し収入済額 50，167， 882円で予算執行率は 10 O. 7 0 %，収入率は

99.14%となっており F概むね良好な執行がなされているものと認、めら

才工る。

本年度の収入済額 50，167， 882円は，前年度比比し 1，944，498円の収入

増加となっているロこれは前年度に比し使用料 1，857， 591円，手数料

86，907円ーが増加したものである。

使用料が増加した要因は，市民プーノレ使用料が増加したこと，および市営

住宅の一部に水道を布設し，使用料の値上げを行なったため，市営住宅使

用料が増加したこと等である。

なお，本年度決算におL、て，使用料26，290円，手数料24，0 3 5円の不納

欠損処分がなされている口使用料26，290円の不納欠損は児童福祉使用料

で，これは昭和 36年度分 5，530円，昭和:37年度分 20， 7 G 0円とであっ

て，一校児使用料が生活困窮及びF!fr在不明等により 納入されず時効消滅と

なったものであり，やむを得ないものと認められるが，本年度なお 88，395

円の収入未済績が計上されているので，乙れらについては消滅時効とな る

以前に適切な処理がなされるよう努力されたい。

また，手数料 24，035円の不納欠損は保健衛生手数料(市営墓地使用料)

1. 6 0 0円及び清掃手数料(し尿処理手数料)2乙435円とであり，いず

れも地方自治法施行令第 1; 7 1条の 5(徴収停止)，の規定を適用し， 不納

欠損処分を行なっているが，地方自治法施行令第171条の 5は徴収のJ執

行を停止することを意味するものであり，債濯の消滅を意味するものでな

いから，こ加らについては，むしろ執行停止を行ない，その後において不

納欠損処分を行なうべきものである白

a 第 6款 国庫支出金

本年度の国庫支出金は予算:現額264.561，329円に対し，調定額および

収入済績は 246，046，367円で，予算執行率は 93.0 0 %となっている白

これは前年度の予算執行率 79. 7 2 %に比し 13. 2 8 %の向上を示してお

-15 -



り，予算の把握が的確に行なわれたものと認められる。また本年度の収入

済額246，04.6，367円を前年度の収入済額 15 7， 3 5 6，2 6 2円と比較すると

88，690，105円の収入増加となっている。

これは前年度に比し国庫負担金23，507， 285円，園長事補助金64，607， 950

円.国庫委託金 574，870円が各々収入増加となったものである 。

第 7款都支出金

本年度の都支出金は予算現額 54， 984，000円に対し，収入済額は

57， 622，168円で.予算執行率は 104.80%となっており前年度の予算執

行率 105.73%に比し.やや低率となっている。

本年度の収入済額57， 622，168円は前年度の収入済額62，252，374円比

比し 4行30，206円の収入減となっている。

これは前年度に比し都負担金および都補助金が減少したためである。

都支出金のう ち， 者s負担金は 4，978， 110円で，前年度の7.247，605円に

比し2，269， 495円の収入滅となっている。

これは，前年度に比し保健衛生費者自負担金が伝染病の発生が少なかったた

め減少 したものである。

都補助令は 35，903，885円で，前年度の 41.244，007円比比し 5，340，122

円の減少となっている。これは前年度に比し，総務費都補助金(2，929，930 

円)-.衛生費都補助金 (10.686，917円).農業委員会都補助金(2，696，569

円)等が増加したが，民生費部補助金(20，527， 357円)および土木費都

補助金( 2.006，000円〉等が減少したため差引合計 5，34.0，122円の減少

となったものである。

衛生費都補助金が前年度に比し 10，686，917円増加したのは，し尿処理施

設補助金日000，000円が主なるものである。また民生資都補助金が前年度

陀比し 20，527， 357円減少したのは，前年度においては福祉センター建設

に対し 22，500.000円の補助金が交付されたためである。

第8款財産収入

本年度の財産ま払収入は，予算現額2，589，000円に対し，収入済額は
.，_，_ 

3，214，820円で，予算執行参は 124.1 7 %となっており，収入済額が予

-16-

対

通



剛川・"

h 

算現額を 625，820円と大幅に上廻っている。

財産売払収入 1，28L463円の主なるものは，公益質屋流質物売却代金

473，900円および第二.第三，平山小学校解体工事による発生材売却代

金 671，000円t等で，誤りなく処分され，収入なされているものと認めら

オ'lt.こ e

第 11款繰越金

本年度繰越金59，298，987円は前年度決算における歳入，歳出決算の

差引残額が繰越金として歳入されたもので誤りなく歳入されているものと

言忍められた。

なお，本年度の繰越金 59，298，987円は前年度に比し 28，706， 315円の

増加となっている口

第 12款諸収入

本年度の諸収入は予算現額 214，619，000に対し，収入済額は

1 9ミ214，983円で，予算執行率は 90.03%となっている口

本年度の収入済額 193， 21~983 円は，前年度の収入済額 84， 7' 59， 339

円に比 L108，455，644円 (127.96%)の収入増加となっている白

これは収益事業収入が前年度は 62，145，000円であったものが，本年度は

128，400，000円となり， 66，255，000円の収入増加となったこと，お

よび商工費貸付金元利収入が 4，398，79 9円増加したこと等により収入増

加となったものである。

第 13款市債

本年度の市債発行額 154，000，000円は，予算現額 18ミ100，000円に

対し 29，100，000円の収入滅となっている。

これはし尿処理施設増設事業および第二小学校防音改築工事が繰越明許と

なったためであるロ

本年度の市債 15 4， 0 0 0， 0 0 0円は，衛生債12，0 0 0.00 0 (し尿処理局設

増設事業債)，土木俊 9.000.000円〈滝合橋建設事業債)，教育債

1 3司000.000円(第五小学校屋内運動場建設事業債 10，'0 0 0，0 0 0円，
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第八小学校校地取得事業債 105， 000，000円，第三小学校防音改築事業債

10，000，000円，第二小学校防音改築事業債3，000，000円，平山地区セ

ンター建設事業債5，000，000円Yとである。

本年度の市債発行額 154000，000円は，前年度に比し 40，000，000円，

前々年度に比し 69，000，000円の増加となっており，年々増加の傾向を示

している。

これは人口増加と都市化によあ財政需要の増大により市財源の不足を市債

に依存していることを物語っているロ

内
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(2) 歳出決算状況について

歳出予算現額 1，950.323，329円に対し.歳出決算額は1， 798，3.46，771

円で，予算執行率は 92 2 1 %となっており，前年度の予算執行率94.71%

に比し.やや低率となっている。

これは衛生費 2 ミ 670， 000 円，土木費 43， 44 7， 661 円，教育費 2~600，669円

合計 92，718，330円が繰越明許費となったためである。

本年度の支出済額 1，7 9 8. 3 4 .6， 7 7 1円は，前年度の支出済額1.428，23ミ520

円に比し J 370，11み251円の支出増加となっている。

これを各款別にみると)jlj表に示すとおり，民生資と労働費を除いては，全款

に亙って支出増加となっている。

また.歳出決算額に占める各款の支出割合は，教育費 34.21%，総務費

16.69%.土木費 14.8 0 %，衛生費 13. i:i 3 %，民生費 9.97 %の!!債と

なり，労働費が最少の 0.21 %となっている 日

また，歳、出決算を性質別についてみると，別表代示すとおり人件貸，物件貸

等、の消告的経質は 984，728千円で，各種建設事業の事業経費で、ある投資的経

費は 612，404千円で， これを前年度と比較すると，消費的経費 112，143千円

投資的経費 179.810千円の増加となっているが，本年度の消費的経費の歳出

総綴陀占める割合は 54. 7 %で，前年度の 61. 1 %に比し. 6，，4 %の減少と

なっており，消費的経費の節減のあとが見受，けられる n

一方，投資的経費は 34. 1 .%で，前年度の，30. 3 %に比し._3. 8 %の増加と

なっている。

、 A
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一般会計歳出
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執行 f 状況一覧表

昭 和 4 1 年 度 | 対 41年 度比較
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性質別歳出状況 表
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第 1款議会費

予算現額 37， 505， 494円に対し，支出済額は37， 139，261円で，予算

執行率は 99.02%となっており，概ね良好な執行がなされたものと認め

られた。

本年度の支出済額 37， 1 3 9;2 6 1円は，前年度の支出済額2'9.01 5， 9 4 8円

に比し 8，123，3131可 (28， 00%)の増加となっている b

これは，議員報酬の引上げ.職員給与の改訂等による人件費の増加

(6，640，112円)によるものが主なるものである。

また，交際費が前年度比比し 198，872円増加しているが.これは当市が

東京都市議長会の会長市であったために増加したものである。

第 2款総務資

本年度は，予算現額 30 6， 6 1 4; 7 0 2. P1に対し，支出済額は300，122，815

円で，予算執行率は 97.88%となっている。

この予算執行率は前年反の 97.77%に比しやや向上を示している n

本年度の支出済額 300，122，815円は，前年度の支出済額 29、5，700，307

円に比し，4，422，508円(1.50%)の増加となっ、ている。

本年度において，前年度に比し 支出増加となった主なるものは，財産管理

費 19.457， 253円(30121%)，企画調整資 6，099，976円(1，179.60

% )等である c 財産管理費が前年度K比し 19.457， 253円 301.21%と

大幅に増加したのは，本年度より庁舎建設基金および用品説達基金が設け

られたため，庁舎建設基金に 10， 0 0 0， 0 -0 0円，用品調達;基金代誌000，000

円の積立が行なわれたこと.並びに慰霊塔敷地および向上也への道路の買収，

多摩平行政センター用地の買収等が行なわれたため，公有財産購入費が

4，148，165円増加したこと等によるものである白

また，企画調盤費が前年度に比し 6，099.976円と大幅に増加したのは，

3・仔トソン印刷機， グステツトナー印刷機等の事務機械の購入が行なわれ

たこと，および浄書印刷の委託が行なわれるようになり，委託料が増加し

たためである。

一方，前年度に比し支出滅となったものは.一般管理費46， 8 6 2， ，2 0 6円

が主体で，これは前年度K比し本年度は勧奨による退職者該当が少なかっ
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たために職員手当が減少したこと，および経費節約による需要資等が減少

したことによるものである。

4. (選挙費)

選挙管理委員会費 i

選挙時啓発五|

い知事選挙費i
農業委員会選挙費(

主主2
~~む、 務 費

内

、、4

'&00 
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第 3款民生 資

本年度は予算現額 18 2， 8 0 1. 8 2 5円に対し，支出済額は 179.32 3，54 3 

円で，予算執行率は 98.10%となっている 。

本年度の支出済額 179.32弓543円は前年皮の支出済額 210，5 7 4，5 54円

に比し 31，25:LOl1円の支出減となってい る。

このよう に支出減 となったのは，前年j玄I(_c.おいては本款より病院事業特

別会計へ 3乙201.000円の総出金が支出されていたが，本年度は衛生費

から支出されるよう [1こなったため，本款の支出額が減少したものである。

まだ，本年度托おいて ，前年j支に比し支出場加となった主なるものは，

児童福祉費21765，383円(52.17%). 生活保護健 18，74 6，9 6 3円

(4250%)等で， これは主に人件費の増加および生活保護基準額の

アップ，児童措置費の引上げ等に よるものであるロ
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項目別執行状況

項 目別 41年度42年度

7，19li--2221-

メ入
口 !179.32ミ543 I 2 1 0，'5 74，5541ム31，251011! 計 ム14.84

円。
つ'“

'
Qノ

んア

、
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下

第 4款衛生費

予算坂額 280，2 2 4，0 0 0円に対し.支出済額は 245，209，634円で予算

執行率は 87.50%となっている。

これを前年度の予算執行率 99.11%に比較すると. 1 1 6 1 %の低下と

なっている。本年度の予算執行率が低率となったのは，し尿処理場改修玉

事費 2ミ670，000円が繰越明許となったためである。

本年度の支出済額 245，209，634円は前年度の支出済額185，979.942

円に比し .59.229，692円の増加となっているが，前年度においては，

病院事業特別会計への繰出金が民生愛よ り支出されていたが.本年度は本

款 より支出するようになったため.49.906.000、円の繰出金が支出されて

おり，この繰出金を差引くと，前年度比比し弘32ミO9 2円の培加となって

し、る白

育5年度に比し，支出増加となった主なるものは，し尿処理費(17，691.938円)

清掃総務資 (5， 999，- 433 円入環境衛生資 (4~48.347 円) 等である 。

し尿処波発が前年度に比し増加じたのは，前年度より繰越された し尿処理

場の増設工事が行なわれたため陀増加 したも のである白

また .清掃総務費は主に人件費の増加及び{蒋品購入管が増加したためであ

る円

また， 前年度K比 し， じん芥処理費は 27. 9.9 1， 1 9 3悶と大幅な減少となっ

ている。これは，前年度:においては，じん芥焼却場の建設工事 (35，700，000

円 )が行なわれたためである。
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項目別執行状況

I .. '-，.-r- I -'1. J-.-r~' ~ ，~.l 増減
42年度 ! 41年度 i前斗渡増 ρ減[対41年度| ‘ i v.'， .t' 比率

円|円 ( 円 I % 
1〈保健衛生費) L 80，447，740 ! 25，127，587!' 55;320，153! 220.16 
保健衛生 i総務費 I1 1.0 1 1. 752 I 1似 3，232:ム向山01 ム121j-

f 防費 I 10， 329.制 l 山~OO :2， : ω89，832I 25.36 一

環境衛生建 I 9.200，1叫 4，25問山，，34'71 116.ぞ
み院 費 I 49.906，000 I 0 49;川 0001 -ι一一

i i '.92，546ム 9
|142602894! 

| ……u … i以……3山一O叫…u山 U叩 C ο 山 J … 3 ! 
.-一--一一-一一-一一--一寸-一一-晦-一-一噂可
I ' ，17， 1 5 4，00 0 : 8，4 0 0，0 0 0‘ . 8，754，000 I 

l円lα的川9引19.ω00ωOi 竺竺竺と三竺竺竺j
| &ω仰山2幻m叩3臼ω5別0ω 5 ω州山αω伽Oω川0

[ 一トι一 l卜「一一一1五石石吋戸芯d:志zゴJ 5209，6341185，979.9421 59.229.692! 

項 日
H 別

内

、
.‘ 

第 5款労働費

予算現額 4.386.000円陀対じ，支出済績は 3，718.290円で，予鼻執行
率は 84， 78%となっており.前年度の予算執行率 90. Y 3 %に比し.

6.1 5 %の低下をきたしている白これは離職者が減少したため失業対策事

業が減少し，原材料の購入が減少したこと及び失業対策事業の減少に伴い

経費が減少したこと等により不用額が生じたためである。

本年度の支出済額ミ718，290円は前年度の支出済額 5，750，025円に比し

2，031735円の支出減となっている骨

また.昭和 40年度の支出済額 4，139，220円に比し 420，930円の減少と
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なっており，労働費は減少の!頃向を示している。このことは経済社会の発

展に伴ない人手不足となっ ているため，失業対策比重点をおく必要性が薄

れてきていることを物語っている。

なお，本年度の労働諸費K当初予算編 1，210，000円を計上し， 第4回補

正予算で 1，082，000円の減額を行っている。これι主人件費の減額補正を

行なったも のであるが，当初予算額の90%もの減額補正を必要と する こ

とは当初予算の算定が適正を欠いていたものと思われる口

項目別執行状況

ム 99.66 

( ム35. 3 g 

第 6款農 業 費

予算現額 32，938，OOu円K対 し支出済領は 3込658，389円で予算執行

率は 99.15%となってお り，良好な予算執行がなされている。

本年度の支出済額 32，658，389円の内訳は，人件費 13，145.985円(40.25

%九負担金補助及び交付金 9，595， 147円(2 9. ~j 8 % ) i事業費6，519，000

円(L9.9 6%人物件資 1，1 3 6， 8 5.7 fIJ( 3. 4 8 % ) J 総出会1.270，000円 一

( ~. 8~ ~ら λ その他 991， 4 00 円( 3.0 4 %)である二
支出額を前年度と比殺す ると.5，977， 367円の増加となっているが，

これは幕業費乙163;000円，補助金及び交付金2，522，325円t"_人件費

1，519.891円等が支出増加となったものである口一方物件脅は 302，155
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円の支出減となっている e

項目別執行状況

l h一同 iJJiJi!竺 i時ム滅|対41明広
L(農業費) I 3お 58，389P31 26.681.022 P3l--~97 7，367円 1 2240% 

団-iJ必5，818 ， 1 2，378，733 I 425十 19L-
i 農業総務 費 I11，579.964 1 10，476，066 1 川ミ898 I 10.54 

農業振興費 I 9，108，756 i 7，706，.221 I 1，4川35 I 18.20 
Z 建委 I 23 1.760 i 255210 I ム 2M50 i 9119 
[五一地 翌十9，3]2，0 91 !5864，792 I 3，447，299 I 58.78 

I I I 

!合 計 !川3臼2， 1却仰山G日(I58，日58，3ω8ω9 !九26，仰6“附8幻1山 { 5，』M川9幻川7ηtロm山3“叩6灯7丁 22.4 0 

ド叫 一-一 四一一一一 i 一一ー一一一

第 7款 商工費

し

予算現額 22.941.000円に対 し， 支出済額 21，840，860円97. 4 %の

執行率である舟

本年度の支出済額 21， 8 4 0，.86 0円は.前年度の支出済額14，450，060f可

~て 比し.7. 390， 800 円 (5 1.1 5 ~~) ) の支出増加となってい る ロ

本年度において，言百年度に比 し支出;治力日となった主なものは.貸付金

4.2;50，000円(小口事業資金貸付演託会，中小企業厚生資金貸付)，負担

金補助及び交付令 1， 28士911円(商工会補助金 )等である。

項目 別執行 状況

2 1.4 1 

合計 4 1.1 5 
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第 8款土木費

予算現額3.15， 1.35，000円に対し.支出済舗は 266，099.141円で予算

執行率は 8444%となっている。これは前年度の予算執行率 96.75%に

比し 12 3 1 %の低下となっているロ

このように.本年度の予算執行率が低率なのは，補助第10号線及び倉沢

川改修工事が繰越明許 となったためである。

本年度の支出 済額 266，099.141円は前年度の支出済額 13 9. 7 3 8， 0 9 7円

に比し， 126，361.044円('90.4 3 %)の支出増加となっている白

支出増加 となった主なるものは，受託事業費 47， 692339円等である。

本年度の支出済額 266，099.141円を費用別(ζ みると ，人件費38β67，995

円 (1431%)，物件費 10，492455円(3.94%)，事業費163，890，000 

円 (6159%入負担金補助及び交付金 4，192，080円(1.58%)，繰出金

47，485，000円(1τ84 %).その他1.971.611円(0.74%)である n

これは， 前年度に比 し，人件資 9.176，304円(3176%).物件貸682.136 

円(6.95%)，事業会 96，089.668円 (141.7之%).負担金補助及び交付

金 964.260円(29.87%).繰出金 19，677，000円(70.76%)の支出増

加となっている四
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項目別執行状況

項 目 別 142年度 I4 1年度 !師

1. (土木管理費) I 8， 33 8， 28円~ ! 10，091，55円3!;ム1，75
土木総務費色338，289I 10，091，553 iム1，75 r5 

道路橋梁総務費 21，502，264 I 15，250，334! 6，25 

道、j準 維 持 費 2乙076，067 24，6 70.8 12 ;ム2，594，7451

道格新設改良費 55112q5424q644029[144746Jう51203ト| 

橋梁維持ー費--L1一一 33Q380 1 4ω00 ム 13

橋梁新設改良費| 印刷5:38，498，655 I 

街路灯費1 "5，480.7671 4，5 

受託事業4山内十 8

都市計画総務費ia山

ム64.92

90.4 ::5 
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第 9款消防費

予算現額 54，050，000円に対い支出済額は5ミ423，392円で予算執

行率は 98.8 4 %である。これは前年度予算執行率 97.5 4%に比し，や〉

向上している。

本年度の支出済額 53，423，392円は，前年度の支出済額 48，739，393円

K比 し.4，683，999円(9.6 1 %)の支出増加となっており.その主なる

ものは常備消防費の委託料 (1，583:000円}及び備品購入費(ミ039，670円)

等である。 ¥

常備消防費の委託料が増加'となったのは.東京都に委託 している常備消防

署の委託料が増加 した ものであるの

また備品導入費は.非常備消防ーの作業8R.消防自動車.小型動力ポンプ等

の購入がなされたためでみる n

項目別執行状況

第 10款教育 費

予算現額 65 ~ 2 6 ~ 5 4 9円に対し，支出済額は 61 1， 6 8み097円で，予

算執行率は 93. 3 5 %である η これは前年度予算執行率 89. 3 6 %に比 し

可成りの向上を示している n

歳出決算額に占める教育費の割合は，昭和 40年度は 45.5 3 %.昭和 41

年度は 30.7 0 %.本年度は 34. 0 1 %となっている。

本年度の支出済額 611，683，097円は，前年度の支出済額 438，500，25-6

円に比し .17ミ18乙841月(39.50%)の支出増加となっている司
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前年度に比して特氏支出増加となったものは.小学校費(第五小度内運動

場新築工事費，平山小仮設教室増築工事費，第二・第三・第六小学校防音

工事費等)246，524，972円である。一方，前年度に比し特に支出減とな

ったものは，中学校費 66，483，439円である c これは前年度においては，

一中・七生中学校の屋内運動場新築工事及び第二中学校防音工事が行なわ

れたためである。

なお， (項)中学校費 〈目〉学校保健体育費 (節)委託料よりミノレク

給食委託料 1，2 9 8， 7 1 3円が支出されているが，これは中学生に対し，ミ

ノレク給食の補助を行なっているものであり，委託料ではないので，補助金

より支出すべきである。

項目別執行状況

項 目 別 i42年度 4 1年度 ;前年度日 (対41破I ~ir.:i=~ ，"'Æ-，e 1 ~.J. A 1/" 増減
ト一一

→ I '"'.，j " -~ ~ v./， I 比率

i 円 i 円 i 円|呪
1. (教育総務費 ) I 32，687，318 i 28，283，725! 4，403，593 I 1557 

教育委員会費 iL81Q206i ロ55，8531

「一正ヲ局 脅rz5，508，97引 ; 
教育指導受 I1997，265 I 432~407 1 ム

[日施設管理費 l13M8l mL094-2

同(小学校資) 14凶4必5附仰31同μ2ω08，別仰9幻36，ω似6訂71lμ川 aω仰5臼2ω7叫
こ芋 校管 理 脅 I7之お2.66“66，6側6何65引!6L1O4制刷8悶5Olい11，561臼川1
芝一育援興銭 !a初O仰'13'j 2;54ロ7，260川I 11 78.113 
学校保健体育費! 仙 2紛山8幻28i GO6叫山Lロ2161 叫 612バ| 
学校建設持搬言設交整抑備費 iド1附 8的仰Q引780川l5a馴9仰08.“6州117，772，171 
学校防音工事事務費 I7，656.720 i 側 1，3681 975，352 

学校防音工事費 |18aω，oooi72州 000111 5，639，000 

学校防音工事雑費 | 川 277i 62ω68lム 484，091 

3(中学校費 ) [39，284，151105，767，5901ム66，483，43引
学校 管 理費 I30，05お662L40Q221i865乙64叫
し教育振 興費 I2，3 7 4，7 (()J 7: 1，州4判 694，264 ! 

ー34-

118.00 

18.92 
-ー

18.77 
ー一 一 一 一

9.61 

19.99 

14.60 

15.84 

ム76.91
" 

62.86 

40.43 

41.31 



演 目 別 42年度 4 1年度 抑制 F41年度t
学校保健体育費|

円・ 円 円 %

2，794，864 1 2，532，351 262，513 I 10.37 

学校建設施設整備費 4，06'L 714 2，114，704 山 τ0101 92.07 

タ
学校防音工事事務費 o 1 2，811，862 ム100

学校防音工 事費 | o I 75，171，588 ム75.171，588 ム100
ー・咽

学校防音工事雑 費 56，421 Iム100

4. (幼稚閣費 ) 17，936，723! 18.686，3671ム ム40.12

幼 稚 薗 費 17，936，723 18.686，367 乙〉 749，6441 ム40.12

5. (ー脅〉 !4117E9出叫回7，627| ム17.85

社会教 育総 務費 23，964，436 I 17，86乙6121 ω1，824.1 34.16 

社会教育施設建設費 目 36，072I 7，177，607iム 1，641，5叫 ム22.87

公民館費 lm949i …リ!6，54Si 668.57 
(図 書 館費 I15，806，447 I 1…ペ…

6， (保健体育費) i 19，137，358 28，792，37616 9，655.0141 .633.53 
保健体 育総務 費 ω3，595 似 8Mi L904649| ωo  

「広育施設建 設 費 削 802…ー叫 ω 

体育施設管 理 費 削乙9611 1，8附 80 乙12a681| 11798 

ト」ー合 計 …3，097 1438.5仰~6i 173，18;;841 t--3-一竺一L一_._1 
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第 12款公演費

予算現額 48，860，000円K対 し，支出済額は 47， 128，349円で， 予算

執行率は 96. 4 6 %である 。

本年度の支出済額 47， 128.349円は，前年度の支出済額 33，103，916円

に比し， .1 ~O 2 44 33円の支出増加 となっており，これは前年度に比し

元金イ賞環金 7，142，839円，利子支払額8，576， 168円等が増却したもので

1 ある o

， 昭和 40年度を 100とす ると ，昭和 41年度 11 2.5 5，本年度 160.22

、，となり，年々増加の傾向を示している。

第 14款 予 イ蒲 一管

予算:現額 15.998.000円K対する充丹j額は 14件， 6，Ll02， 241fI3で最

も多績な充用が行なわれたのは ，議会費 の 1，9B6，494円である。

これは市議会議員の期末手当に予算不足'を生 じ充j有したものである 。

なお，本壬f'::肢において， 充Jr3後の繰戻しは認められず，財政当局の指導改

善 のあとが認められた。
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済額|充当額 1
37，1 3 9，2 6 1円!lp986494円|

三~~20Q634 I 0 Iーγ 一一
費 I 3，718，290 Iωoo|  

6農業費 |3265a389i M3aooo i 

一三一土L_:1，840，860 L 0i  o 
三と木費 I 266，099，141 i 0 1 。一一

I 9消防費 !5l42a392 I 0 I 

~~-育資下 6 1 1，6竺 97j9ouγ|  了二二1
11.災害復旧 費 I 0 I 
一一一 一 一一'一一一
112・公 債 脅 I 4 7， 128，~)4: 9 I 0 I 

両支出Er--一川 7 「7
(一一一込一一五十!一五五百五日寸一石両立-1一一万一一一

〈款別の充用状況表予備費

数件出支jjlj 款

1件資メk
二E玉;1.議

3 300，122，815 費2.総務

3.民生

1 

2 

1 7 9， 3 2 3， 5 4.3 

衝
一
労

A
斗
A

F

H

U

費

資生

j働

、
11 

内

'-四一ー一一一一一一一一z一明・

節 万IJ ) 予備 費の 充用 状 況表(

1 託13委

I 66，000 I 1 

下よZ75江了「一万二二
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句

4

0

一
9

-

-

-

Q
U

一1
上

声
。
一
つ
臼

Q
O

一

負主
自
=
-
A
H
H
 

事15.工

-1 147， 900，685 有財産購入17.公
ー‘

56，405.048 
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( 3. ) )財 産 に関 する 調書

地方 自治法施行令第 161 6条第 2項に定める財産比関する弱者-について審

査 した結果 ，記長令 に準拠し作成されており，誤りないものと認められた。

なお ，本年度末に おける行政財産は，土地 39 3， 8 4 6. 25m 2 ，建物

7 2， 6 7 O. 36m2 ，普通財産は土地 20， 8 8 O. 7 8 m 2 ，建物 L5 64.6 3m.2であ

る。

oo 
q
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(二)特 月Ij 会 計

1 都市計画事業特別会計

ヰ 本年度.の歳入決算額は 209，03ミ299月，これに対し歳出決算額は，

外 195，904.149円で歳入歳出差引歳入残額 13，1 2 9，1 5 0円となり，これを

翌年度へ繰越している。

本年度歳入総額 209，033，299円は，一般会計繰入金47.485，000円，

国庫補助金 3，0，0 O，{O 0 0円，都補助金 :).000，0 0 0円，市債2，000，000円，

前年度繰越分15.4133， 6 46円，保留地処分金 138‘084.653月とであり，

これを前年度に比較してみると ，一般会計繰入金 19.677.0UO円，都補助

金2，000，000円，前年度、繰滋金 11，69 8，49 6円，保留地処分金109，177.989

P3が各々増叩しており ，国庫補助金2.000，000円，市僚 8.000，000円が逆

に減少 し，差引合計 13乙55為485円 治力[!し たも のである G

なお，本事業会計に[糸る預金利子 440，931円は，本事業会計忙計上されて

おらず，一般会計 款 (12)諸収入，項(2)市演会利子，邑 (l)rp預金不仔

節(1 )預金利子の科目 において収入されているが，本会計が特別会計であ

り，その性質上一般の歳入，歳出と区分して経理されるべきものごめる と忠

慮されるので，本会計の歳入として処置されることが望ましい。

本年度-歳出総額 195，904，149円は，区画整理総務長'9，407，950円，審

議会費 496，200円，区画笠理事業費 174，225，860円，都市下水洛総務費

57，010月，都市下水路事業費 11，717， 129円とであり，これを前年度に

比殺してみると，区画整理総携費 2.727， 011Pj，審議会費 92，610円，区

画議斑事業費 138.064.8 05円， 都市下水路事業費2，245.893円が各々増

卯 しよ逆に都市下水路総務費 8，24 _43 38円が減少しており，差引合計

134，887，981円の増加 となっている。

た，歳出予算額 209，036，000円に対し， .支出済綴 19 ~ 9 0 ~ 1 4 9円で

執行惑 93. 7 2 %であり，前年度執行率 79.78%に比し 13.94%上廻っ

ており， 概ね良好な る執行状況を示している。

なお，不用鋲 1ミ131，851円の主なるものは，都市下水必事業Kおける公有

財産購入費6，721，000円が用地買収が出来なかったために，そのまま不用
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額となり，これに関連した農工作物補償費が4， 457，656円の不用額を出し

たこと，また平山台区画整理事業における仮換地指定に伴う補償移転車務が

遅延したために生じた 794， 500円等である。

|乏甑主主理 事業において土地使用料として 3，757.571円支出して=いるが，

これは区画猿理事業の進捗に伴い仮換地の指定がなされていない土地におし， p 

土地の使用料が支払われたものであるが，この様な支出は極力仮換地の指定

を早急、に行 ない経費の節減をはかられたい 。

2 国民健康保険事業特別会計

(1) 総 括

本年度の函民健壌保検事業会計は歳入決算編 1:j7，299，637円に対し

1.'支出決算額は 13. 4， 6 2 4， H 7 3円で，歳入歳=出差引歳入残話i2， 6' 7 4， 7 6 4円

とな り， これを翌年j安へ繰泣している。 、

これを前年尽き:の歳入歳出差引歳大残誠 54， 139円K比殺すると2，620，(<)25

円の歳入歳出差ヲ!歳入残訟の増加tとなっている口

しかし，本年度は一般会計からの繰入金が 18.6 6 1，0 Q 0円で， 前年度の

13，626，000円に比し 5.0 3 5， 0 0 ().円の培l加と なっており，一般会計ーから

の繰入金と前年度繰越会合差ヲI¥，、たところの単年度における本事業会計の

独立収 支においては 16， 0 9 4， 5 1 4;..円の歳入不足ーとなっている 。

これす前年f支と比殺すると 1，458.2 6 5円の歳入不足の:増加となっている。

このよう に単年度の独立収支において歳入不是が議加した肢も大きな原因

は保険姶付費が前年度は 95.360，103円であったが本1年肢は 120，352，790

円とな り， 前年度lて比し 24，992， 6R7円(2 6.2 1 %)増加したためである。

一般会計からの繰入金は次友に示すとおり年々増加 の傾向を示しているの

で収入財凍の確保 をはかり，一般会計からの繰入金の減少に努‘め，健全な

る事業の運営を行なっていくよう努力を望むものである口

一般会計からの繰入金状況

年 度 -3  豆-i竺翌型空型空中
18，661，000円

" 4 1 庁

。40 伊

。39 1/ つ
お
目。一一

吋
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ヨ

(2) 歳入について

本年度の歳入決算額は 137，299，637円で，前年度の歳入決算額

1 0"5. 9 5' 1，' 4 4 ~'2 円に比 し ， ー 31， 348， 195 円の増加となっている .

これを各款別にみる之，次表に示すとおり 前年度に比し国民健寮保険税

10，661，870円(32.8 5 %入国庫支出金 1~784， 455 円( 26.59 %)， 

繰入金 5.0 ，;3 5. _Q 0 0円(36.9 5 % )， 都支出金 1，91 7，8'3 1円(7 7.8 9 %) 

と各々増加しており ，逆に繰越金は 1，010，2 49円，諸収入は主1， 0 7 2円

の減少となっている。

国庫支出金及び者f5支出金が増加したのは被保倹者の自然増による補助金の

増加及び事務費補助金が増加したためである。

国民健康保険税が前年度に比じ 10，661， 870円(32.8 5 % )増加したのは，

被保険者数が前年度は 12，898人であったが，本年f支は 14，027人となり

1， 1 2 9人増加したこと及び被保険者1人当りの謝定額が前年度は2，780

円であったが，本年度は2，920円となり 14 0円増加 したこと等の自然増

によるものである。

また，収入率についてみると，本年度は詞定額 51，731，655円に対し，収

入済委員は 4み117.060円で収入率は 83:1 2 %となっている.

これを前年度の収入率 '73. 9 1 %に比較すると， 9.2 1 %と大幅な伸びを
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、. 
示しており，関係職員の努力の跡が見受けられる。

じかし，本年度における収入未済舗は別表に示すとおり8，454，850円の

多額に及んでいるので，今後もなお一層の努力を望むものである。

国民健策保険税収入未済額年度別内訳

年 度 「収入未済件数 | 収入未 fzfゴ
I 448 I 211，880円
一一

1，; '::;::::斗-::::;;-J--i;
-2-斗::;:!:::::;:
計 iIL5ii 十
民民健嘆保険税 徴 収状況年度 比談

度別 |昭和421::

戸-.竺よ〉ト-一-
[ 5tーと竺巴!
越分 I4，750，0(一

ド竺Zり竺
日0，7川 585

主

率|計 r-l-()3.24--i 96.52 ¥ 103.80 

勧| 現年度分 i 9207% i 8495% ! 8629% 

年|滞 納繰越分 I 49.02 ¥ 23.9 
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( 3 ) 歳出について

，本年度の歳出決算編は134.624，873円で，前年度の歳出決算額

105， 897，303円に比し. 28.727.570円の増加となっている.

これを各款別にみると，次表に示すとおり前年度比比し，総務費3，553，284

円(5 0.8 6 %)，保険給付費 24，992，687円<26.2 1 %)，保健施設費

394，688円(1 2.3 0 %)と各々増加しており，逆に諸支出金は，

213，089，円の減少となっている 。

総務費が前年度に比し 3，553，284円(5 0: g 6，%)と大幅に土留加し lたのは

前年度 まで函民俗嘆深i決税の斌詠，徴収事務を一般会計で行っていたもの

を本年度より 本会計-で行う よう Kしたため，月議員 2名が増加したとと，及

び{畿員給与のベースアジプ等により人件貨が増加したためぐあり，やむを

得ないものと認めら れた0'

また， 歳出の 89. 3 9 %を占める保険給付費が前年度比比し24.日臼2，687円

C2 6.2 1 %)増加した要因は，療養給付費が前年度は 93，549，915円であっ

たものが本年度は 118.298.740円となり 24，748.825円増加したため

である。これは受診者の自然増及び 12月からの医療費の改訂Kより保険

者負担分が増加したことにもとづくものである。

受診者の自然増についてみると，前年度は受診件数5'5;1 74件で受診率は

4 2 7.7%であったのに対し，本年度は受診件数 63.438件で，受診率は

452.3%となり，受診件数において 8，264件，受診率は 24.6%の増

-43-



加となっている。

また， 1人当りの療養脅の保険者負担は前年度においては7， 253円であっ

たが，本年度は 8.4 3 4円となり 1，18 1円(1 6.3%)の増加を示している。

療養給付費は年々増加の傾向を示 しているが，これは被保険者の健康維持

に大いに寄与しているものと考えられるので，やむを得ないものと認めら

・れた の 療養給付状況

3 下水道 事 業特別会計

本事業会計は，前年度までは公営企業会計 として取扱かわれてきたもの

であるが，一設会計への依存度が大きいこと及び事業内容が公営企業会計

に適合しなくなったため，本年度 より特別会計として取扱かわれることと

なったものである。

本年度の歳入決算舗は 20，087.516円で，これに対し歳出決算議は，

19，789，173円となっており.歳入歳出差引歳入浅領 298，343円となりノ.こ

れ宥翌年度へ繰越している a

なお，公営企業会計からの引継事務は一誤りなく行なわれているものと認め

られた。
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守

歳入についでみると，本年度の歳入決算額は 20，08]，516円でトーその主

なるものは使用料 10， 1 5 '3， 0 3 2月，一政会計からの繰入金 6， 235，000円

繰越金 3，542，909円とであ り， 本事業の財源の主幹をなす使用料は全体

の約 50%となっている。

本年度において使用料 171.978円が不納欠 損と して計上されている が，

これは昭和 33年度分 1，7 7 6円，昭和 34年度分 28.090円，昭和 35

年度分 14乙11 2円で，いずれも時効消滅に より 不納欠損と怠ったもの，で

ある 。

不納欠損となっ たも伐の要因は，下水道料金をめ ぐり 受益者から 「債務 不

存在確認請求Jについての提訴があったため，それに伴 う料金が未納 とな

っていたもの及び転出先不明のためのものであり ，やむ を得ない ものと認

められ'た。し かし， 本年度決算において も171，97，8円の収入未済額が計

上 されているので， これら については時効消滅による 不綿欠損とならな い

よう に充分注意を払らわれたい 。

歳出についてみる と， 提出決算額は 19，789，1:73同で，その主 なるもの

は人件費 7.546，040円，委託料 6，080，06:3円，物件費 1，164792凡

光熱水資 71 4. 9 1 3月. 工事請負受 794，0.60円等でめり ，前年度に比 し

て大穏に増加 したのは委託料で，前年度 843.8401有であったものが，本

年肢は 6正080，063円とな り， 5. 2 3 6， 2 2， 3 '円の縫加となっているが，こ

れは 21帯構 の清掃 を委託 して行なっ たた めである 。

なお，本年度 の卒業実績は次表 に示す とお りであ り，本事業は佼ね適正に

執行されてい るもの と認められた。

事 業笑"績年度比~絞

一 十 一 十一 - r 
y( 昭和 4問削!蜘41峨脳 l増ム減 ー x1 0 ( 

区分 ¥ ! | ;j- {o rb) j 
年度末処理加 「 16815釘- la474人f 3 82人了Z~2~b-l
t年度末処理戸数| 4621戸 I 4521戸| 100戸 1 2久一一

玄関 総 処 理室l~i286，637rmI 1.413， 64' 5m~ ム 12 7. 0 0 8m3i ム側 一一
一日平均処理量 1 2515が I '3，$ 73m}1ム 358m}1 ム 9.24 I 
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" 4 病院毒事業特別会計

本年度の病院事業特別会計決算の大きな特徴は，昭和 43年 4月 1日よ

り本事業に対し公営企業法を適用 じ，昭和 tL3年度より公営企業会計とし

て事業を行なっていくこととなったため，本年度は昭和 43年 3月 3'1日

をも'って打切り 決算が行なわれたことである。

本年度の歳入決算額は 185，102， ()3R円で，これに対し歳出決算額は

202，804.908円で歳入安出差引議入不足額 17， 702，870円となってお 一

り， 右翼入歳出差引歳入不足額 17.702， 870円をもって昭和4::3年度 より

開始きれる公営企業会計へ引継がれた。

前述の よう に本事業会計は歳入歳出差引歳入不足額 17， 702，870円をも

うて終 了してレ るが ，昭和 41年度!の決算特別委員会において， 本、:事業を

公営企業会計へ切替える以前K歳入歳出差引歳入不足額 (赤字額 )を-，技

会計ーからの繰入金}て よって補填 し， 歳入議出差ヲ!歳r人不足舗を解消 し，公

営企業会計へ切替える よう に意見が出され ていたにもかかわらず， このよ

ろな結実合招いたことは適切な処瑚がなされ戸か;?たもの と忠料される o

本年度は詩述のよう に打切 り決算であったため投入 においては矛算額

209， 7 1 2， 00 0 円 ， 調定額 2 04， 5 15， 079 円に対 し収入済績は日 5~ 10 2，0凶

円で，予算執行Z在日8.26 %，収入率 9O. 5-''1''%となってー持 り， 予算執行

率及爪収入率土 も前年度 ，前々年度 と比較する と低率 となってい る。

また議 i唱，Vでおいて も予算額 209，712，000円に対 し， 支出済額 20 2，8 04.9 0 8 

円 で 予算執行率は~ 6.7 1 %となってお り歳入と同校低率を示、している。

然る に，歳入における収入未済紙 19，4 1 3，，0，41:円と歳出におけ る予算不

用矧 6， 907;092円の王iなるも ηは長切 り決算に よるた.初モ生 じた もので

去る丹

波入につい てみ ると ，本年股“ ~'主調，定説4 2 0 4. 51 5. 079 円で 前年度の説定

額 135.687.348円陀 比し 68，827.731円の増加となって いる。

，これは診療収人 が施設の拡充K伴い増加したことが主なるものである。

なお， 本年度の月別入院J外来患者数及ひ'診療収入は次表に示すと お りで
ーあ ~ ' O( 

v
J
 A
守

一
-e

、，
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明

昭和 42年度月別入院，九来患者数及び診療収入

計

一万歳出についてみると，本年度は 202，804908円となっているが，打

切り決算であるため 15.734，047円の未払金があり，これを加えると，

218，538，臼 55円となり，前年度の歳出決算額176，287.075円と比較す

ると 45.542，618円の増加となっている 口
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このように・前年度に比し増加 した要因は，患者数の増加に伴ない，医護

費が増加 したこと及び職員給与η，ベースアップによる給与の改訂が行なわ

れ人件費だ増加 したこと，筈Kよるものであ日るミ

なお，本事業会計は，昭和 4 ;)年度 より公営企業会計に切替えられるもの

であるが，本年度決算における未収金及び未払金の把握を適正代行なう と 1 牛

ともlK;;1 事務引継手続κは充分な注意を払うよち に努められだい o 的i

、T
' ι 
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日 野市長有 ， 山 桜殿

日，監事発第 1 7 号

昭和 43年 11月 3 0 日

日野市監査委員斉 藤 明

同 浜田 勲

昭和ヰ 2年度日野市公益質震基金および用品

調達基金運用状況審査志、見につL、て

昭和 4 3年 8月 2 7 日付 口厚福発第 448号をも っ て地方

自治活第 2 4 1条第 5項の規 定に より， 審査に付された昭和42 

年度目野市公益質屋基金およ 刊用 品調達 友金運用 状況を 審査 し

た結果 ，次のとおり意見を付します 。
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公益質屋基金返用状況審査意見番

本年度の基金額は 5，100，000円で， 前年度の基金額3.900，000円に比し，

1， 200，000円の増加となっている。

また.年度末における在庫は 1，0 9 4口，2， 033点数で. 4;439.750円.

年度末現金は 660，250円と なって おり ，前年度末の在庫 (1，039口，1， 7 5 0 

点数.3，761， 300円)，前年度末現金 (138.700円)(rL比 し， 年度末在庫は

5 5口， 2 8 3点， 678.450円，年、度末現金は 521， 550円の増加となって

い る。

本年尽の碁金運用状況は，別表に示すとおり前年度に上ヒし貸付金 21'28，850円

( 2 2. 4 % ) ，弁済金 之773.550円(2 5.3 %人利子収入 281，081円(2 4. (i 

%)の増加となってい る。;:をた ，貸付金合計磁を月平均在庫高で除したと ころ

の貸付回転数は 3.4G回転を示している。

公話:営尽の回転数は ，流焚期限を 4ヶ月として契約してい るため，年「長，!:-; [回転

するのが基準であり ，こ れを上廻ってお り，基令運用が効率的託行なわれてい

るものと 言忍めら 才し;る。

流11氾分[ぞついてみるよ ，本年度は流質処分元令 47:3，900円に対 し， 流質物

売却代 5kは 4q9， ~OO 円で ， 流賞処分元金と流賞売却代金との差溺 2 5.4 0 0円

が流賞売却利子に充てられてし、る。

流賞処分元金 499，300円は， 荷主:.J交の流質処分元3;'-S 0 :3， () 0 0 fIHr比し ，

29，700円の減少となってい る。

また，前年i支は流貿易3分欠損金 5.:-5 0 0円か生じたのに対し，本年度は前述の様

に流賞売却代合で，流賞処分元金lkぴ流質売却利子宮補損することができたた

め流賞処分欠損金は零となっており， 適切な処分がなされたものと認められる。

よって本年肢の基金運用は，全般的に適正かつ効率的 vcj重用され，基金本来の

目的を達成 した ものと認められた 由
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公益質屋送金返用状況

内
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用品調達基金返用状況審査意見蕃

本基金は，用品の集中購入による経費節減，使用物品の規格統一，需要に対

する供給の迅速， 事務手続の合理化等を図るため，本年度 より新設されたもの

であ る口

本年度の年間用品購入額は 67.3 99.008円， 年間用品供給額は 57，876，117

円となっている。年間用品購入額に は， 未払金 8.43み386円が含 7まれてお rり，

未払金す差ヲj¥，、た年間i支払額は 58.965.622円で，年間支払額 を本 年

I廷の基金額 3，000，000円でi換したところの年間基金回転数は 19. 6 5回転と

なってお り，概むね適正 託基金は'運用 されている ものと認められた。

また ，本法金よ り生 じた剰余金は 17.837円， 槻卸差損は 4，lA.，()円とたってお

り、，痢i余金 17.M 37f司よ り湖釘差掛 '1，146円ケ差ヲ!¥，、た残ー令 1完691円は，一

般会計へ誤 りな く繰入れられてし、 る。

なお.任肢末における落合の内訳は，現金 1，91 0，4 9 5円i在庫品 525.69.:1円

未収令と未払:Fとの差客員、!)6 3，8、11円 (剰余金をを差ヲ!いた)と て3あf);，墓会?定

額 3.000.00りと←致してお り.誤 りない ものと認められた。
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